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研究要旨：がん対策推進基本計画の重点項目「がん登録の推進」であげられた目標達成の

ため、がん診療連携拠点病院（以下、拠点病院）などにおける院内がん登録の標準化を推

進し、院内の情報システム系との円滑な利活用を図るため、１）登録様式の標準化、２）運用

体制・手順の標準化、３）登録支援ソフトウェアの開発・改善、４）拠点病院全国集計結果

の分析・利用と公表手法の検討の４つの課題について研究を行った。 

１）登録様式の標準化では標準登録様式改定案および UICC TNM 分類第 7 版に対応し

た新「進展度」変換表を策定した。また、米国のCollaborative Stagingの翻訳を行い、試験運

用研究の基礎を確立した。２）運用体制・手順の標準化では、院内がん登録実務者を対象

に初級者・初級修了者・中級者などの段階別に研修方法やカリキュラムを検討し、その内容

を参考にがん対策情報センターの主催で開催した。また、連携拠点病院の特性と問題点の

検討を行うとともに、都道府県がん診療協議会での院内がん登録部会運用のあり方につい

て検討・考察した。３）登録支援ソフトウェアの開発・改善では、Hos-CanR の後継システ

ムとなるソフトウェアの基幹部分の仕様決定を行った。また、臓器がん登録と連携した診療科

データベースの試験的開発・改善も継続して実施した。４）拠点病院全国集計結果の分

析・利用と公表手法の検討については、全国集計データのカバー率や重複割合の検討、

また、精度評価のための指標の検討・策定を行うとともに、全国集計の効率化に向けて情報

収集システムの仕様検討を行った。 

以上、研究初年度は、先行研究をもとにした継続的な研究を実施するとともに、全国集計

の検討を元に、発展的な研究の基盤を確立した。 



Ａ．研究目的 

 がん診療連携拠点病院などにおいて実施

される院内がん登録の標準化を推進し、院

内の情報システム系との効率的な連携を図

るため、登録様式や運用体制・手順の標準

化、地域連携・病院機能別モデルの構築お

よび諸システムと連携した登録支援システ

ムの開発・改善を行うことが本研究の目的

である。また、登録実務者の研修体制の検

討・構築を行い、精度の高い院内がん登録

の実現をめざす。 

 

B. 研究方法 

 がん診療連携拠点病院などにおいて実施

される院内がん登録の標準化を推進し、院

内の情報システム系との効率的な連携を図

るため、以下の４点の検討・開発を行う。 

１）登録様式に関する検討 

a) 標準登録様式の定義・コーディングル

ールの確立 

研究分担者の他、地域がん登録関係者な

どとも共同し、登録項目の定義やコーディ

ングルールの検討を継続して行い、標準登

録様式改定案のたたき台の作成を行う。 

b) 詳細病期分類コード導入の検討 

UICC 改訂に大きな影響を与えたと考え

られる米国で運用中の Collaborative 

Staging（CS）等の詳細な病期分類コード

体系のわが国への導入を前向きに検討する。

CS の Subset 版の構築の可能性の検討も行

った上で、わが国での導入のテスト運用を

1～2 年かけて行い、導入方法を模索する。 

２）運用体制・手順の標準化についての検

討 
a) がん登録実務者の育成 

登録業務の中核を担うがん登録実務者の

育成とそのスキルの向上をめざし、UICC 

TNM 分類第 7 版に対応した教材の作成や

カリキュラムの改善を実施した上で、国立

がんセンターがん対策情報センターと連携

して院内がん登録初級実務者研修会、中級

実務者研修会を実施しつつ、登録実務者な

どの協力を得て、この教材およびカリキュ

ラムの検討・評価を行う。また、欧米にお

いて2010年から適用されているUICC第7

版に関して、テキストなど教材の作成を行

い、初級修了者研修会で利用する。 

b) 登録手順・体制に関する検討 

運用体制・手順の標準化については、臨

床医師に負担をかけない院内がん登録の実

施を目標として、院内がん登録実務者の育

成が必要と考え、その育成をめざして教材

の作成やカリキュラムの検討を実施した上

で、国立がん研究センターがん対策情報セ

ンターと連携して院内がん登録実務者初級

者研修会、初級修了者研修会、中級者研修

会を実施する。 

また、施設特性に応じた登録のあり方に

ついて、さらには都道府県がん診療連携拠

点病院と地域がん診療連携拠点病院の協力

体制などについても検討する。 

３）登録支援ソフトウェアの開発・改善 

既に国立がん研究センターで開発済の

Hos-CanR を母体に、院内の情報システム

系との連携機能を強化するとともに、UICC

第 7 版を初め、各種取扱い規約に対応した

がん診療連携拠点病院等での運用を前提と

した院内がん登録支援ソフトウェアを開発

する。また、診療科データベースとの連携

を通じて医師の協力を得ると共に登録精度

の向上をめざす。 

４）がん診療連携拠点病院全国集計結果の



分析・利用と公表手法の検討 

a) 全国集計結果の分析と集計方法・研究

利用方法の検討 

がん診療連携拠点病院全国集計情報から

詳細な分析あるいは追加的な調査研究を行

い、これらのデータの研究利用の方法につ

いても検討・策定する。また、標準的な集

計方法の検討・改善を継続的に行う。 

b) 全国集計結果公表手法の検討 

今後、全国集計で得られる生存率等の情

報も含めた集計結果の公表について、結果

がより適切に利用・解釈されるようにその

方法を検討・提示する。 

 

C. 研究結果 

１）登録様式に関する検討 

a) 標準登録様式の定義・コーディングル

ールの確立 

分担研究者の他、地域がん登録関係者な

どと共同して立ち上げたがん登録合同委員

会にて登録項目の定義やコーディングルー

ルの検討を継続して行い、特に 22 年度は

2007 年、2008 年の 2 回にわたるがん診療

連携拠点病院院内がん登録全国集計の結果

を踏まえ、標準登録様式改定案（表 1）を

作成した。 

本改定案では、①院内がん登録から地域

がん登録への情報提供を円滑に、かつ医療

機関での二度手間を避ける、②施設間のが

ん診療実態の比較に向けての情報基盤とし

て活用できるようにする、③空欄と未入力

を区別するなど、入力値の定義を明確化、

④従来の必須項目を拡充して、標準項目と

して院内がん登録として必要な、より詳細

な情報の収集を図る、などがその目的とな

る。 

そのため、必須項目をベースとして、先

行研究班で提示されてきた標準項目との整

合性にも配慮しつつ、策定したが、その特

徴としては、①院内がん登録の項目の

Subset が地域がん登録の標準的な項目と

なる構造とした。②初回治療の定義の明確

化と他施設の治療情報の収集に向けての項

目の強化、③選択肢の一部拡充と集約など

を図っている。 

具体的には、「部位の側性」や「診断根拠」

など、地域がん登録の選択肢と異なってい

たものを完全に共通するなど、地域がん登

録の項目との完全共通化を図った。また、

「診断・治療施設の別」を「診断施設」「治

療施設」の２項目として分類し、治療施設

については他施設での初回治療後の継続的

治療などを区別する選択肢を設定する、初

回治療として入力する治療を腫瘍そのもの

に対する治療に限定するなどの定義を変更

し、従来の自施設での実施治療に加え、対

施設での実施治療についても可能な限り入

力できる形態として、施設をまたいだ初回

治療の実態把握が可能となるように改定案

を策定している。 

また、欧米では病期分類として、UICC

第 7 版が採用されており、わが国おいても

可及的速やかに第 7 版での登録に移行すべ

きであると考えられる。前述の改定案は第

7 版を前提として策定されているが、主に

地域がん登録で用いられる病期分類である

「進展度」について、分担研究者である海

崎が UICC 第 7 版への対応を視野に新「進

展度」案を策定した。この新「進展度」は

UICC 第 7 版の T、N、M 分類から一意的

に変換可能な形をとっており、登録実務者

にとっては TNM 分類さえ入力すれば、進



展度はシステム的に自動変換する形の運用

が可能となった。 

 b) 詳細病期分類コード導入の検討 

米国で運用中の Collaborative Staging

などの詳細な病期分類コード体系のわが国

の登録様式への導入検討をするため、沖縄

県のいくつかの病院の協力を得て、CSV2

入力のフィールドトライアルを実施する方

向で検討を開始した。今年度は 2010 年に改

定された Collaborative Staging version 2

（CSV2）を元にして、主要 5 部位、および

罹患の多い前立腺癌について、一部の Site 

Specific Factor（SSF）も含めての収集を

行えるように、がん登録実務者にもわかる

ように CSV2 を翻訳し、実際に登録する実

務者に項目を提示して意見聴取を行い、項

目の設定・選択（表 2）を行った。 

 

２）運用体制・手順の標準化についての検

討 

 a)がん登録実務者の育成 

医師への負担増を避け、精度高い登録を

実現するには各連携拠点病院へのがん登録

実務者の配置とその能力の向上を図ること

が必要であるため、研修開催に当たっての

開催方法やカリキュラムの概要についての

検討は、前年度までの研修会のアンケート

集計結果などに基づいて、本研究班内で議

論・検討した。その結果、平成 22 年度は

e-learning の形での基礎講義の形となった

院内がん登録実務初級者研修会についても

カリキュラムをより演習中心に変更してい

くなどの提案が行われた他、UICC 第 7 版

への対応のための初級修了者研修会の開催

が望ましいという意見もあり、修了者研修

会の内容を UICC 第 7 版に関するものとし

て、平成 23 年度は同方針を参考に研修会案

が策定・実施されることとなった。また、

研修会で使用する教材の検討は、がん対策

情報センターのがん登録研修専門パネル委

員が行ったが、研究班内でも供覧され、分

担研究者からの意見聴取も行った。 

 b) 登録手順・体制に関する検討 

運用体制・手順の標準化については、特

に予後調査の方法について検討が行われた。

岡村分担研究者は、大学病院の院内情報を

利用して予後調査を実施し、3 年予後に関

しては 64%が判明するに過ぎないことを示

した。また、津熊分担研究者は、がん登録

実務者への研修の一環として、都道府県が

ん診療連携協議会院内がん登録部会におい

て、症例見つけ出し（casefinding）と予後

調査の問題についての課題を検討するなど

を試み、こうした情報共有の必要であると

した。また、予後調査が低率である点に対

する解決策を検討し、住基ネットの利用や

日本版 National Death Index の創設を提

案した。 

 

３）登録支援ソフトウェアの開発・改善 

 a)Hos-CanR 後継システムの開発 

先行研究班で開発された支援ソフトウェ

アである Hos-CanR をベースとした後継シ

ステムの仕様を確立した（図 1）。全体の機

能としては、電子カルテなどとのやりとり

ができる「リンク機能」は継承しつつ、診

療報酬データとして多くの施設で標準的に

作成される E/F ファイルを読み込むことで、

casefinding のもととなるデータベースが

構築され、そのデータを用いて最終来院日

や検査・治療内容の参照が可能となるシス

テムとなっている。それぞれの機能はモジ



ュール化され、必要に応じて、機能の追加

などができる構成で、施設での運用の仕方

によって、DPC ファイルの利用や電子カル

テとのリンクまで含めた統合的運用であっ

たり、単純な入力ツールとしての利用であ

ったりが選択できることになる。本登録ま

での部分のモジュール化（選択化）とは逆

に、本登録以降の処理は一致のルール・順

序に則って実行されるようにしており、本

登録以降の処理は標準化された形をめざし

ている。このことは、将来登録されたデー

タを全国データベースに直接登録していく

システムを考慮した時に従来のシステムか

らの移行が容易になるという利点があり、

今後の院内がん登録のあり方の変化にも対

応できると考えられる。また、基本ソフト

ウェアは SQL Server での運用を前提に一

本化されており、親機としてインストール

された端末またはサーバーにデータを置く

という形態で数万件のデータであっても、

スループットが低下しにくい構成となる。

また、退院時情報処理による運用（仮登録）

もオプション的に可能とすることで、DPC

様式 1 のデータとのやりとりなど、情報の

統合化をリンク機能以上に進めるというコ

ンセプトにもなっている。 

 b)診療科データベースの開発 

自由度が高く、院内がん登録とも円滑に

情報交換ができる診療科データベースの開

発・提供は、登録に対する医師の協力を得

る上でもきわめて有用であると考えられ、

臓器別がん登録などとの連携を視野に使い

やすい標準的診療科データベースを構築す

ることをめざすべきと考えられ、固武分担

研究者は、大腸癌登録に直結した診療科デ

ータベースシステムの継続的改善を行って

おり、今年度は UICC TNM 分類を自動算

出するなどの改善を行い、ソフトウェアの

頒布を開始した。実際の本ソフトウェアの

使用による精度改善などの評価が待たれる

ところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図１． 院内がん登録支援システム 全体ダイアグラム 
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４）がん診療連携拠点病院全国集計結果の

分析・利用と公表手法の検討 

a) 全国集計結果の分析と集計方法・研究

利用方法の検討 

研究班では分担研究者がそれぞれの立場

で拠点病院全国集計情報から詳細な分析あ

るいは追加的な調査研究を行った。こうし

た情報利用については、今年度より利用規

程を策定し、研究班の研究の一環として、

各拠点病院においての利用が可能なように

方法を募っていく予定とした。 

海崎分担研究者は拠点病院全国集計の精

度を、①「症例区分」での他施設での治療

開始後の割合、②治療前 UICC 病期（臨床

病期）の判明率、③治療前・進展度、④進

展度判明率と UICC 病期判明率の差、の 4

つの指標で検討した。①については平均

8.0%で、5%以上存在していることを条件と

してみると約 3 分の 2 の施設がその条件を

満たしており、都道府県拠点病院の方が地

域拠点病院に比して、高い傾向があった。

②の UICC 病期判明率は平均 91.4%で、約

半数の施設が 95%以上であった。③進展度

判明率は平均 92.4%で、これについても約

半数の施設で 95％以上であり、④の差につ

いても精度良好と考えられる 0 以上につい

ては約 60%の拠点病院が満たしていた。全

体的には比較的良好な結果であったとはい

え、施設間の差も大きく、施設によっては

4 項目とも基準を満たしていない場合もあ

った。 

また、山城分担研究者は、膀胱癌の ICD-O

コードを検討して、組織診断コーディング

の精度を評価した。①非浸潤癌での異型度

が「9」でないものの割合、②浸潤癌で適切

とされる「8120/3」が入力されていない割

合を精度指標として算出したところ、①で

は 32%（8120/2）、14%（8130/2）と形態

コードによって異なる結果であったが、い

ずれにせよ高率であった。②18%で「8130/3」

という形態コードが入力されており、この

点でもがん登録実務者に対する啓発活動が

必要であると考えられた。 

なお、津熊分担研究者は集計方法の例に

ついてモデル的に提示を行っている。 

b) 全国集計結果公表手法の検討 

猿木分担研究者は、全国集計の結果を地

域がん登録と比較し、地域がん登録でとら

えられた罹患数に対して拠点病院からの提

出分が 77%を占めており、その罹患数（拠

点病院から提出された重複のない症例数）

が全国集計に出された重複を含むはずの症

例数との差が約 2%以下であることを示し

た。また、がん対策条例制定も含めた群馬

県の取り組みにより、人口あたりの拠点病

院院内がん登録症例数も全国一となり、

DCO などの地域がん登録の精度も飛躍的

に向上していた。今後、予後調査の問題は

あるものの、全国集計で得られる生存率等

の情報も含めた集計結果の公表については

こうした精度向上を背景に、より適切に利

用・解釈されるような方法での公表が望ま

れるとしている。 

東分担研究者は組合健保のレセプトデー

タをもとにした検討で、胃がん・大腸がん

では約 60%、肝がん・肺がん・乳がんでは

約 40%が拠点病院以外で治療されていると

いう結果であり、対象が限定されているこ

とから、全体の傾向とまではいえないとし

ながらも、拠点病院でのデータ把握率が低

い層が存在することを示唆した。 

 



D. 考察 

全体を通して、研究初年度の調査として、

先行研究を基盤とした現状把握と改善策の

提案が行われた。 

標準登録様式改定案は今後数年のわが国

の地域がん登録・院内がん登録のあり方に

大きく影響を与えるものであり、院内がん

登録の実施施設が、都道府県が指定してい

る認定病院などを考慮に入れると 500 施設

程度と推定できることを考慮すると、周知

の方法も含め、様々な問題が生起すること

が予想される。標準登録様式の変更は、情

報の継続性の観点からいっても本来あまり

好ましいことではなく、登録現場の混乱を

招くなどの理由で、極力避けるべきことは

自明であるが、「院内がん登録の確立期」に

あたる現在、地域がん登録との整合性を維

持しながらも、全国集計で得られた課題を

ベースに、必要な変更を速やかに進めなけ

ればならないと考えられる。 

この改定と相まって、より詳細な情報収

集を効率的に行うことの必要性も臨床家か

ら要望のある点であり、UICC TNM 分類と

の関係などからいっても、わが国の病期分

類に関する基礎データを院内がん登録が集

計・提示できる可能性からいっても、取扱

い規約などの情報も含めた診療情報の収集

のしくみの構築は、院内がん登録というし

くみを利用して行うことが効率的であると

考えられる。米国のデータと比較するのみ

ならず、TNM 分類の決定にも関与しうる情

報を収集するためには米国で実施されてい

る CSV2 と同等項目の情報収集のしくみも

構築も考慮する必要があり、沖縄県でのフ

ィールドトライアルを実施に向け、仕様決

定を行ったが、負荷量などによっては、数

年後にはわが国の主要病院で、同様の登録

が通常の院内がん登録に付加する形で実施

される可能性もある。 

連携拠点病院の類型別のモデル構築につ

いては、先行研究で比較検討されてきたが、

岡村分担研究者によって指摘された大学病

院での予後調査の問題は、大学病院に限ら

ず、他の施設でも同様の状況であると考え

られ、予後調査の方法の確立に向けて、様々

な努力が必要になろう。津熊分担研究者が

指摘するように、そのための方策としての

日本版 National Death Index の創設は重

要な提案であると考えられるが、創設に当

たっては、関係者の議論のみならず、国民

的なコンセンサスの形成も必要であると考

えられる。 

院内がん登録支援ソフトウェアの開発は

先行研究から継続的に行われており、平成

21 年度末に病院情報システムとの情報交

換機能を実装したHos-CanR ver3.0が公開

され、平成 22 年度にはその機能の一部公表

が行われた。群馬県立がんセンターなどで

は、実際の電子カルテシステム上で情報の

やりとりが行われており、外部の独立した

システムとして開発されてきた Hos-CanR

が院内システムの一部として運用されると

いう状況が現出した。この Hos-CanR 

ver3.0 の後継のシステムは、従来、問題が

多かった Microsoft Access をベースにした

システムから SQL Server を基幹としたシ

ステムとなり、診療報酬データとなる E/F

ファイルを読み込んで、その情報をもとに

Casefinding を行える他、院内にとどまら

ず、ネット上サーバーに接続する機能も有

しており、開発と普及によって、手順を含

めた院内がん登録の標準化の可能性が示唆



されている。しかしながら、ネットへの接

続については、セキュリティー上の問題も

多く、わが国の医療機関全てがＩＴに関し

て専門家を擁し、セキュリティーの確保が

可能であるわけではない点がネックとなる。

セキュリティー確保のための方策を検討す

ることも今後の課題であるといえよう。 

全国集計に関する検討では、猿木分担研

究者の群馬県地域がん登録との比較から重

複の割合がかなり低いことを推定している。

一方、東分担研究者は組合健保のレセプト

データをもとにした検討で、主要 5 部位の

がん患者（疑い例含む）の 7%が複数の拠点

病院を受診しているという結果を示した。

この結果から推定すると 14%に重複が存在

することになる。双方のデータは対象とし

ている集団が異なることから、拠点病院全

国集計での重複割合の高低を論じるのは早

計ではあるが、今後こうした検討が行われ

ることで集計値自身の精度の評価が可能と

なろう。 

今後、予後調査の結果もあわせた公表に

向けては、先行研究での全がん協公表指針

を下敷きにした公表指針案を、全国集計デ

ータとあわせて、来年度以降に方法論を検

討していくことになろう。 

 

Ｅ．結論 

今年度は、各課題共に現況把握が主な研

究成果となった。来年度以降、この成果を

もとに、より具体化した形で施設での運用

調査などを実施することが必要であり、試

験運用的な研究を通じて、各施設における

院内がん登録の精度向上を図る必要があろ

う。 

 

Ｆ．健康危険情報 

今年度の研究においても、情報セキュリ

ティーの確保などには注意を払って行った。

個人情報を扱う研究は実施されておらず、

連結可能匿名化された情報で実施され得る

ことから、現状で特に問題は生じていない。 
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